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ロウの移行過程 とその数値例

谷 口 和 久

概要 本稿はロウの移行過程を差分方程式体系で再定式化 し,数 値解析によってその経路を

示すものである。ロウの生産構造は垂直的に統合された もので,設 備財産業と消費財産業に

分けられる。設備財産業はさらにいわゆる工作機械部門である第1設 備財産業 と消費財生産

のための第2設 備財産業に分けられる。本稿では,こ のような生産産業の移行過程 を分析す

るために,外 生的に資本配分比を与える。そして,こ の配分比とロウのとなえた粗貯蓄率 と

の間には,「 入れ子」構造のあることが示され,そ れが ロウモデルの安定性に強い役割を果

たしていることが示される。さらに,移 行過程における各部門の資本量と資本解放量が具体

的な数値例として図示される。

Abstract This article describes Lowe's traverse by a difference equations system 

and displays the traverse process with the aid of numerical analysis. Firstly, regard-

ing the structure of production, Lowe's production industries are vertically divided 

into the three sectors. In order to investigate Lowe's model by a difference  equa-

tions system, the distributive proportion of outputs between two sectors is given  ex-

ogenously, and it is mentioned that a proportional relation of this distributive 

proportion of output and gross saving ratio plays a crucial role. Secondly, Lowe de-

scribed that the discontinuous traverse process, which serves to absorb an increase 

in the rate of labour supply, can be divided into four phases. To display the contor-

tions may require mathematics of such complexity, but it is not so difficult to show 

the path by numerical analysis. With the aid of numerical analysis, numerical exam-

ples of capacity are illustrated in diagram.

キーワー ド 移行過程,粗 貯蓄率,入 れ子構造,資 本解放量,数 値解析
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第1巻 第1・2号

1.は じ め に

ロウは移行過程の分析 を,そ の主著7漉Pα 訪 げEω 〃0痂0070魏 が)に おいて行なっ

た。それは,静 態均衡か ら動態均衡へとモデルを展開した後,動 態均衡を手がか りにした

ものである。即ち,あ る動態均衡経路ともう一つの異なる動態均衡経路を設定 し,そ の間

を幾つかの段階に分解 して,そ の各段階を追跡 したものである。各段階の説明は詳細にな

されるが,数 学的にはそれぞれの段階を比較したもので,基 本的にピックスのr資 本と成

長』② で示 されたような区間比較である。また,「最速経路」 とよばれる経路を移行過程の

基準経路 として設定 した。

本稿では,初 めにロウの言説に従って,静 態均衡 と動態均衡のモデルを再構成した後,ロ

ウの移行過程を要約する。次 に,こ のロウのモデルを時間を変数 とす る差分方程式によっ

て明示的に構築する。 また,ロ ウの3部 門構造には 「入れ子」の構造があり,そ のことが

モデルの安定性に決定的な役割を果た していることを示す。さらに,幾 つかの数値例を示

す ことで,ロ ウの移行過程の特徴を持った経路を具体的に示す。

2.ロ ウ に よ る モ デ ル 展 開

ロウの部門分類は,ス ラッファ ・レオンチェフ型の産業分類でもなく,パ ジネッティの

ような垂直統合 された部門で もな い。いわばそれ らが統合された抽象的な部門分類であ

る③。また,ロ ウのモデル経済の生産では,労 働 と原材料投入に加えて固定資本を必要 と

するが,生 産活動によって減耗する固定資本部分が原材料投入のように扱われる。

ロウの部門分類は3部 門分類であるが,大 きく資本財生産部門 と消費財生産部門の二っ

に分類 される。 この資本財生産部門は,さ らに資本財生産のための資本財部門 と,消 費財

生産のための資本財部門に分けられる。資本財生産のための資本財を第1設 備 とする。い

わゆる工作機械(〃zα6雇駕'oo1)部 門である。 また,消 費財生産のための資本財を第2設

備 とす る。

はじめに,本 稿で使用する文字 を紹介しておく。

(1)Lowe[3].

(2)Hicks[2],
(3)Gheruke[1]参 照。
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ロウの移行過程とその数値例(谷 口)

資本財生産部門内で第1設 備部門をa部 門,第2設 備部門をb部 門,ま た消費財部門

をc部 門とする。資本ス トックK,産 出量K右 下添字で当該部門を表わす。右下添字

のないものは経済全体 を表わす。つ ぎに,資 本産出比率v,資 本減耗率d,成 長率9',貯

蓄率Sと する。簡単化のために,資 本産出比率,資 本減耗率はそれぞれの部門間で同じと

す る。

2.1静 態均衡経路

ロウの文言に従って,そ の静態均衡の経路 を追跡 してみよう(4)。資本産出比率が ロウ ・

モデルでは重要な役割を果たす。部門 ごとに,

Ka=vY

Kb=vY

K,=vY

が成立す るが,各 部門の資本産出比率が同じであるか ら,経 済全体 としても

K=vY

が成立する。静態均衡では,資 本減耗分が補填 されるだけの生産が行われる。経済全体 と

しての資本減耗分が資本財生産の生産量 に等 しいか ら,

dK=Y+Y

である。 したがって,c部 門の生産量は,

Y=Y-(Y+Y)-Y‐dK=(1-c・d)Y'

である。b部 門の生産量は,c部 門の資本の減耗量に等 しいから,

洞 嗣 馳 一vdY-vd(1-c・d;}_

で ある。a部 門の生産 量 は,全 生産 量か らb部 門 とc部 門の生産量 を 引いた もので,

Y-Y-(Y+Y)-v2d2Y

とな る。 この生 産量 を表す三 式か ら.生 産 に必 要な 資本ス トック量 と資本減 耗量 が導かれ

る。各部 門 の生産量 の比 は

(4)LoweL3]pp.43-7.
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第1巻 第1・2号

Y:Y:Y=v2d2:vd(1‐vd):1‐vd

とな る。

2.2動 態均 衡経路

次 に動 態均衡 経路 を見 てみ よ う(5)。必要 とされ る純投 資比 率2を,純 産 出に対す る純投

資 の比率 として,次 のよ うに定 義す る。

II
ZY*+IYS`

ただ し,1は 純 投資,球 は動態均衡 にお け る消 費で ある。 よって 硲+1は 純産 出で あ り,

集計 された 資源量 は同 じで あるか ら,定 常状態 の消費tTStCに 等 しい。次 に,定 常 状態 の消

費YScは,(1-vd)Yに 等 しいか ら,動 態 均衡 で の消 費財 部門 か ら設備部 門 への必 要な 要

素の シフ トは純投資1が

1=i(1‐vd)Y

とな る条 件 を導 く。所 与の 成長率9を 達 成す るの に必要な投 資量1は,

1=gK=gvY

で あるか ら,上 の二式か ら

gv2=
1‐vd

を得 る。

次 に 動 態均衡 の消費 財産出Y'は 静 態均衡 産出XS'よ り,投 資 量1だ け下が るか ら,

】る*=】二sオー1=】 ζs'-2}二s'e(1-Z)(1-vd)】r=]rS`-v(9+d)】/s`

で ある。 写 は第2設 備 の更 新 と成 長 に見合 った ス トック追加 に当て られ るか ら,

Y*=(d+9')κ=(d+9)"】 び=v(9+d){1-v(g+d}}ys'

(5)Lowe[3]pp.77-89.
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ロウの移行過程とその数値例(谷 口)

また,同 様 に

Y'_aYSt_(Y'+Y`)-v2(9+d)2Ysr

となる。 これがロウの動態均衡における産出量である。静態均衡 と同様に,産 出量か ら資

本ス トック量 と投入量が導かれる。また,各 部門の生産量の比は

Y":Y':Y*=vz(g+d)Z:v(g+d){1‐v(g+d)}:1.‐v(g+d)(1)

となる。

2.3移 行過程 の四局面 と最速経路

ロウは移行過程が労働,自 然資源,技 術という基礎的資源の増加率が変化するときに生

じると考えた。 ここでは,ロ ウ自身が分析のコアと呼んだ労働が変化する場合を簡単に述

べよう⑥。その際,移 行過程は 「存在する生産能力の部分的な解放」「第1設 備の産出増大」

「第2設 備の産出増大」 「消費財の産出増大」 という四つの局面を経て進行する(7)。

直感的には労働の増分の吸収に適 したものは消費財部門である。そ こでの吸収は雇用を

提供するのみならず,ひ とりあた りの消費に必要 とされ る追加的産出を生み出す。だが,

生産の固定的係数のもとで完全な資源の利用においては,そ のような消費財部門の吸収は

追加的な資本財を必要とし,そ の資本財は第2設 備部門か らのみ供給される。 しかし,第

2設 備はそれ自身の設備の増大なくして追加的な産出供給ができない。そのような設備は

第1設 備部門か ら供給される。 しか しなが ら動態均衡の状態では,第1設 備は完全利用の

状態である。では,い か にして第2設 備部門と消費財部門を増大させることができるであ

ろうか。一時的には,第1設 備部門が自身の生産を少な くしてその分を移転させる方法が

ある。 自身を食べると言う方法もあるが,も ちろんこの方法では解決にはな らない。

この隆路をくぐり抜けるには,第1設 備部門の産出か らのある部分が縮小され,そ のよ

うにして得 られた生産能力が第1設 備部門自身の増産に向けられることによって可能にな

る。消費財の究極的な増大のためには,消 費財部門の更新 と拡張は低下 しそ の産出は減少

するのである。その拡張のためには,第2設 備部門に配置 されている生産能力は,消 費財

部門の能力を更新 し拡張するという本来の任務か ら部分的に解放 され,こ の解放 された能

(6)Lowe[3]p.123.
(7)Lowe[3]pp.109-112.,pp.123-145.
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第1巻 第1・2号

力が第1設 備部門を拡張するために利用されなければな らない。

いったん新 しく第1設 備が建設されたな らば,そ の新 しい第1設 備の一部を自己増殖か

ら第2設 備への拡張に転換する。 このことは自由主義市場ではふたたび錯綜 した任務にな

る。その理由は第2段 階で,第1設 備のス トックがそのス トックの累積的な拡張 に適合さ

せ られているが,そ の要求 された拡張限界が達成されるや,新 しいス トックは第2設 備の

増殖のために,第2設 備部門にシフ トしなければな らないか らである。第1設 備部門は,

新 しく機能する第1設 備 と第2設 備部門における追加的機能の更新 と定常的拡張にあわせ

て調整 しなければな らないのである。

最後 に,拡 張 した第2設 備は消費財部門で稼動 し,消 費財の産出が増大した時,調 整は

最終局面になって移行は終了する。

また,移 行の経路基準 としての 「最速経路」を次のように定義する⑧。

資本形成過程の効率性を強調する点では,暗 黙にひ とつ以上の実行可能な調整過程があ

ることを主張 している。 したがって,も しこれ らの実行可能な経路のひとつがもっとも効

率的であると選択 されるな らば,経 路基準が必要である。そ して,不 良な投資は避け られ

ねばな らないという条件 によって強制された調整の最大速度をこの経路基準 として規定 と

する。

部門1で 解放される能力の大きさを決定するには,移 行が最高速度で進行するであろう

ところの経路基準を思い出さねばな らない。そのような最高速度は,新 しく生 じた貯蓄と

元の貯蓄もまたその両方が第一装置財の自己増殖に用 いられ ることによってのみ達成され

る。

調整の最大速度基準は,貯 蓄が どの部門に生 じようとも,全 ては,自 己増殖過程を始め

るために,第 一装置財部門に投資されることを必要とする。

以上のように,最 速経路は移行の第1局 面で解放 された生産設備が,第2局 面で全て第

1設 備の生産に振 り向けられるのである。

(8}Lowe[3]p.124.,p..125.,p.128.
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ロウの移行過程とその数値例(谷 口)

3.モ デ ル の 再 構 成 と 「入 れ 子 」 構 造

さて,以 上 のロウ の言 説か らそ の移 行過程 を,時 間tを 明示 的 に導 入 した差分方 程式 モ

デル と して再構 成 しよ う。

3.1基 本物 質収支 と配分 比 の導 入

t期 首 に資本 ス トッ クK(t)と 労働 が 存 在 し生産 活 動 を行 う。t期 間 中 に,そ の 生 産

活 動 の 結果dK(t)の 資 本 が減 耗 し,t期 末 にY(t)を 産 出す る。 この産 出Y(t)は 次

のt+1期 の 生 産 活 動 に 必 要 な 資本 ス トック と して,t期 末 に存 在 す る資 本 ス トック

(1-d)K(t)に 加 え られK(t+1)と な る。 よ って,t+1期 の生 産 活 動 には,資 本 ス トッ

クK(t+1)と 労働が 供せ られ る。 この物 質収支 は次 のよ うな差分方 程式 にな る。

Ka(t+1)+Kb(t+1)_(1‐d)(KQ(t)+KbCt))+YCt)

K,(t十1)=(1一 の 瓦 ω+Y(t)

生産 され た 資本財 の 投入 先 に注意 しな けれ ばな らな い。a部 門で 生産 された 財Ya{t)は

aとbの 二つ の部門 で使わ れ る。b部 門で生産 され た財 はcの 消費財 部門 に使 われ る。

さて,資 本 財の各 部門へ の配 分を表す ため に,パ ラ メー タ と して 配分比 σを導 入す る。

即 ち,a部 門の生産 物Yaのa部 門 とb部 門へ の配 分 を,a部 門へ の配 分比 σで表 わす

と,物 質収支 の初 めの式 を2本 の式 に分 割で き,

Ka(t+1)一 一(1‐d)Ka(t)+QY(t}(2)

Kb(t十1)_(1‐d)Kb(t)十(1‐Q)YQ(ti(3)

瓦(t+1)=(1一 の 瓦 ω+巧 ω(4)

となる(9)。

3.2ロ ウ ・モデルの 入れ子構造 一粗貯 蓄率 と配分比 の関係一

ロウは,粗 投資率 に対応 して 次の 「粗 貯蓄 率一 を定 義す る⑩。

gross_Y(t)+Y(t)
SV=

Y(t)+Y(t)+Y(t)

(9)な お,」醜(t+i)-Ka(t>=△Ka=㌘ ㍉h.'-1'Kb(t)=△Ka=1評 で あ る。

⑩ 粗 貯蓄は純貯蓄 と減価償却 の和で ある。Lowe:3二p.127.
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よ っ て,

のり　

y{t)+YCt)-S° 一一一1-syrossYCt)

と な る。 完 全稼 動 で 資 本 産 出 比 率 が 一 定 とす れ ば,

タ　　

Ka(t)+Kb(t>-1≒ 郷 瓦 ω

も成立す る。

物質 収支 条件(2)～(4)式 を辺 々加 えれ ば

Ka(t+1)+Kb(t+1)+瓦(t+1)=(1-d){瓦(t)+篤(t)+K。(t)}+Y(t)+Y(t)

で あるか ら,

K(t+1)一(1-d)K(t)=Y(t)+Y(t)

とな って,

K(t+1

K(t))一(1一 の 一Y(t)+Y(t)K(t)

を得 る。資 本産 出比率K(t)=uY(t)を 使 えば,

_1Y(t)+Y(t)g+d

vY(t)

となるか ら,

Sgross=Ig名oss=v(9十d)

で ある。 む ろん,上 式 は各部 門の成 長率が 全体 の成長率 に等 しい とい う動態 均衡 の とき に

のみ成立す る。

さて,配 分 比を再考す る。(2)式 よ り,
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ロウの移行過程とその数値例(谷 口)

σ一(Ka(t+1K
Q(t))-1+d)v

=v(9
α十d)(5)

である。(5>式は資本産出比率 と物質収支式か ら導かれているが,書 き換えると

Q
ga=_‐d

となる。 これ は,外 生 的 に与 え られ た σが成 長tgaを 決 める ことを主 張 して い る。

動 態均衡 にある とき は,

9a=9う=9c

で あるか ら,

_　 yl"OSSQ=S

とな り,も との定義か ら,

grossgrosss:1‐s=Q:1‐Q

という関係が成立する。この粗貯蓄率と配分比の比が等 しいと言うことは,資 本財部門の

資本ス トック量 と生産量の分割比d:bが,経 済全体の資本ス トック量と生産量の分割比

α+∂:Cに 等 しいことを示 している。つまり.ロ ウのモデルでは,資 本財部門と消費財部門

の比が,第1設 備部門と第2設 備部門の比 と等 しいと言 う,「入れ子」 の構造になってい

るのである。

4.モ デ ル の 展 開 と数 値 例

4.1差 分方程式体系モデル

配分比を使った(2)～(4)式か ら,資 本ス トックKに 関す る差分方程式が得 られる。 これ

は,最 速経路ではないが,ロ ウの移行過程の一つである。

Kd(t+1)一(1-4+号)瓦 ω 一 ・ ⑥
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第1巻 第1・2号

Kb('+1)‐(1‐d)Kb(t)-1言 σ瓦(t)一 ・ ⑦

瓦(t+1)一(1一 の 醐 一÷Kb(`)一 ・ ⑧

この差分方程式の含意を簡単 に述べてお こう。まず,初 めに外生的に配分比 σが与え ら

れ,a部 門に配分される生産物UYa(t)が 決まる。 これに資本産出比率を使 うと,追 加さ

れる資本量が(q/v)孟 ω であるか ら,a部 門の成長率が 一d+σ/vと 決まる。次に,残

りの生産物(1一 σ)%ω がb部 門に配分される。(7)式である。最後に,b部 門で生産さ

れる生産物YaCt)が この(7)式の規定する資本量Kb(t)か ら導かれ,そ こか ら(8)式によっ

てc部 門の資本量が決定される。

この差分方程式は,以 下のようにして簡単に解 くことが出来るUll。

まず,邸 ω は(6)式よ り

Ka(t)-Ka(・)(1-d+号)t⑨

である。 これを,(7)式 に代入 して,Kbを 求めれば,

KbCt)一 Φ1(1-d)`+1言 σ瓦(・)(1+号)r⑩

となる。 さらに,こ のK。 ω,Kb(t)を(8)式 に代入 し,そ の差分方程式を解 けば,

鯛 一(Φ ・+(1 -1の"Φ1ゆ(1-4ソ+1-QQZKa(・)(1-d+Qv)t(11)

と な る。 但 し,

Φ1-Kb(0)-1-6K _a(0)
Q

Φ、一 瓦(・)⊥ σ瓦(・)
σ2

で ある。 資本減耗 率 は1よ り小 さいか ら,(9>～qD式 よ り,資 本 ス トックが任 意 の初 期値 に

(1D谷 口和久[4]p.79.参 照。
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あ って も,第b部 門 と第c部 門 の資本 ス トックの成長 率 は,い ず れ第a部 門の成 長率

一d+σ/vに 近づ くことが 分か る。

4.2移 行過程 と解放 量 の数値例

(9)～qD式 に簡 単な数 値 を与 えて,移 行過 程 を図示す る。 まず,資 本産 出比率v・=4資 本

減 耗率d=0.03と 与え よ う。初 めの動 態均衡経 路(経 路1と す る)で の配 分比 σ=0.2,移

行 の後 に行 き着 く先 の動態均 衡経路(経 路IIと す る)で の配分 比'σ=0.4と す る。 動態均

衡 経路 で の成長 率 は 一d+σ/vで あるか ら経路1で は2%,同 じく経 路1で は7%と な

る。 また,経 路1の 資 本 の初 期値 をKd(0)=1,Kb(0)=4瓦(0)=20で 与 え,経 路Hの

資本 の初期値 を 孟(0)=1,Kb(0)=1.5,瓦(0)=3.75と 与え る。 いずれ も各部 門 の資本量

は,粗 貯 蓄率 と配分比 か ら(1)式を満 足す るよ うに与 えてあ る。

経路1か ら経 路IIへ の移行 がt=0の 時点で 始 まる とすれ ば,そ の移行過 程 は

Ka(t)=1.07`

Kb(t)=2.5×0.97`一 ト1.5×1.a7t

瓦(の 一(16.25+125194t)α97・+3.75x1.07r

と書 ける。初期値は経路1か ら与えてお り,配 分比は経路11か らのものである。経路に

沿った資本量を各部門ごとに,経 路1(点 線)と 経路11(一 点鎖線)と 移行過程を図1～

図3に 示 した。

さ らに,b部 門 とc部 門の経路1と 移行過程にお ける資本量の差Kb(の 一紹(t)と

K,(t)-KI(t)を 求め,図4と 図5に 示 した2。 図4は,経 路11へ の移行に必要なb部 門の

資本の解放量でもある。即ち,初 めにb部 門の資本量が減少す るのは,a部 門の新 しい

成長率(7%)を 実現するためにb部 門に配分される第1設 備財が減少するか らであり,

この減少分(負 値の分)が ロウのいう解放壁である。また,図5に は,b部 門の資本量が

減少するために,結 果的にc部 門の資本設備が減少することも明示 されている。 この負の

部分が同じくロウのいうc部 門の解放量である。

⑫1(」(t),K'(t)の 右上添字1は 経路1を 表す。
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図1a部 門経路比較

図2b部 門経路比較

図3c部 門経路比較
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図4b部 門の経路1と の資本量差(解 放量)

図5c部 門の経路1と の資本量差

5.ま と め

ロウのモデルの特徴は,ま ず,そ の特異な抽象的部門分類である。だが,資 本論争を待

つまでな く,ロ ウのモデルの資本の計測には.様 々な難点が伴うであろう。本稿では,こ

の問題は取 り上げていない。

本稿の移行過程はロウの言 う最速経路ではない。なぜな らば,本 モデルの場合では移行

の開始 と同時にa部 門の資本量は経路IIと 同じ速度で成長を遂 げている。だが,最 速経路

では,経 路 豆の成長率を超える速度で成長するか らである。この場合,経 済成長の進行 に

つれて減速が始まり,や がて動態均衡の成長率になるのである。 しか し,最 速経路では経
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済 を下支 えす る消 費財 生産が 隆路 となるが,そ の最底 辺 を外 生 的に与 えな けれ ば,解 放量

を決 め る ことが 出来な い。

次 に,ロ ウの移行 過程 に関 しては,あ る動態 均衡経 路か ら別 の異な る動態均衡 経路 へ の

移行 に際 して,複 数 の移行 過程が 存在す る。例 え ば,本 稿で 取 り上 げた移 行過程 は,第1

設備資本 の 生産が経 済の成 長率 を決定す る構造 にな って いる。 いわ ば,資 本財 生産牽 引型

経済で,上 流 の部 門の成長 率が経 済全体 の成長 率 を規 定す るので ある。 だが,消 費財 の生

産 が資本 財生産 へ の圧 力 を加 えて い くよ うな,消 費財 生産押 上型経 済の経路 も存 在す るで

あろ う。 他 の経 路 について の考察 は別稿 を またね ばな らな い。
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